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裾野の広い富士山型の研究資金体制を構築し、「多様性」を確保しつつ、「挑戦的」かつ「卓越」した世界水準の研究を支援。
大学改革や競争的研究費の一体的見直しと合わせて実行し、基盤的経費と競争的研究費によるデュアルサポートを確立。

多様で挑戦的かつ卓越した研究への支援

基盤的経費と競争的研究費によるデュアルサポート

◆国際化・ネットワーク化等による共同利用・共同研究体制の機能強化
全国各地の学術基盤を支える共同利用・共同研究体制の強化 87億円（76億円） 等

◆若手研究者への重点支援、新興・融合領域の開拓の強化、
海外経験の拡充、研究費の国際化

科学研究費助成事業（科研費）
（新種目の創設による新興・融合領域の開拓強化、若手への重点支援等）

2,374億円（2,372億円）

戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）
（新興・融合領域の開拓と若手支援強化）

418億円（ 424億円）

「創発的研究」の場の形成
（若手を中心とした多様な研究者が自由で挑戦的・融合的な研究を進める
ための資金と研究に専念できる研究環境を確保するとともに、研究者ニーズ
が高い先端的な研究設備を整備・共用）

0.6億円（新規）【令和元年度補正予算額（案） 550億円】

未来社会創造事業
（ハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進）

77億円（ 65億円）
等

外部資金の獲得・企業投資の呼び込み強化

国際競争力強化に向けた研究拠点の形成

共創の場形成支援【再掲】

オープンイノベーション機構の整備 19億円（19億円） 等

共創の場形成支援 （拠点型産学連携制度の大括り化等による

重点分野エコシステムの一体的・機動的形成） 138億円（126億円）

◆世界トップレベルの研究拠点の充実・強化

◆拠点型産学連携制度の大括り化・戦略分野拠点の推進

世界トップレベル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）
（世界的研究拠点群の 持続的発展に向けた体制強化
及び成果の横展開）

59億円（ 67億円）

令和2年度予算額(案) 3,196億円
(前年度予算額 3,173億円)
令和元年度補正予算額(案) 550億円
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「研究力向上改革2019」 に基づき、既存の枠組みにとらわれない自由で挑戦的・融合的な研究を、研究者が研究に
専念できる研究環境を確保しつつ支援

「創発的研究」の場の形成（創発的研究支援事業）

世界でイノベーション覇権争いが繰り広げられている中、我が国の研究力は危機にある。人材、資金、環境について、大学、国研、産業界を
巻き込み、制度的課題にまで踏み込んだ改革を進めていく必要がある。特に、日本が有する基礎研究力は潜在的には高く、破壊的イノベー
ションにつながるシーズ創出への貢献が期待される。＜統合イノベーション戦略2019 （令和元年６月閣議決定） ＞
今後の政府研究開発投資の方向性として、Society 5.0の実現を目標とした「戦略的研究」と、特定の課題や短期目標を設定せず、多様
性と融合によって破壊的イノベーションの創出を目指す「創発的研究」の２つの研究に注力すべきである。
＜日本経済団体連合会提言（平成31年4月）＞

【予算・期間】
支援単価：700万円／年（平均）+間接経費
支援期間：７年間（最長10年間まで延長可）
※事務負担の軽減等による研究時間の確保に資する用途など、分野や研究者の置かれた環境に合わせて機動的に運用。

支援期間中、研究者が所属先を変更した場合も支援の継続を可能とし、研究者の流動性を確保。

別途、研究環境改善のための追加的な支援も実施

【概 略】
大学等における独立した／独立が見込まれる研究者からの挑戦的な研究構想を公募
審査・採択後、研究者の裁量を最大限確保
各研究者が所属する大学等の支援のもと、創発的研究の遂行にふさわしい適切な
研究環境を確保

【特 徴】
① 若手を中心とした多様な研究人材を対象に、国際通用性・ポテンシャルのある研究者

の結集と融合
② 研究者が創発的研究に集中できる研究環境の確保
③ 上記①②を通じて、研究者が、活き活きと、自ら定めた挑戦的な研究構想を推進

→ 優れた人材の意欲と研究時間を最大化し、破壊的イノベーションにつながる成果を創出

【事業スキーム】

研究者

応募 採択

ＪＳＴ

研究支援
環境整備支援

環境整備
リクエスト

大学等研究機関

研究に専念できる
環境の支援

基金造成

創発的研究の
場の形成

自ら定めた挑戦的研究構想の推進

支援期間中はステージゲート期間を設け、研究機関による環境整備等の研究支援や、
研究者の研究への取組状況等を評価する。

文部科学省

ガバニングボード

令和2年度予算額(案) 60百万円 (新規)

令和元年度補正予算額(案)  50,000百万円
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戦略的創造研究推進事業の位置付け

○ 持続的なイノベーションの創出のためには、研究者の内在的動機に基づく独創的で質の高い多
様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略に基づき世界最高水準の成果を生み出す基礎
研究を両輪として推進し、知の基盤の強化を図ることが重要。

○ 戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）は、客観的根拠に基づき、科学的な価値と社会
経済的な価値の創造が両立可能な戦略目標をトップダウンで定め、我が国のイノベーション創出
を支える戦略的な基礎研究を推進する基幹的な施策。

＜ボトムアップ型の科研費とトップダウン型の戦略事業＞

○第４章 （２） ①ⅱ）
企業のみでは十分に取り組まれな
い未踏の分野への挑戦や、分野間
連携・異分野融合等の更なる推進と
いった観点から、国の政策的な戦
略・要請に基づく基礎研究は、学術
研究と共に、イノベーションの源泉と
して重要である。このため、国は、
政策的な戦略・要請に基づく基礎研
究の充実強化を図る。

＜第5期科学技術基本計画（抜粋）＞

イノベーションの源泉たる戦略的な基礎研究を支える基幹的施策
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＜統合イノベーション戦略2019における記載＞
ＪＳＴ戦略的創造研究推進事業等競争的
研究費における若手研究者へのファンディング
の重点化、若手の参加拡大
ＪＳＴ戦略的創造研究推進事業の研究領
域数の拡大等により、新興・融合領域の開拓
に資する挑戦的な研究を強化

個人研究者の
公募・選定

領域会議

個人
研究者

研究総括

研究領域

アドバイザー

博士号取得後８年未満の研究者の独創的なアイ
デアをスモールスタートで支援。
●研究期間 ２年半（１年の加速支援あり）
●研究費（直接経費）

１人あたり総額 0.5～1.5千万円程度

研究チームの
公募・選定

研究領域

アドバイザー研究総括

〈研究チーム〉

インパクトの大きなシーズを創出するためのチーム型
研究。
●研究期間 ５年半
●研究費（直接経費）
１チームあたり総額 1.5～５億円程度

⃝国が定めた戦略目標の下で、JSTが公募を行い、組織分野の枠を超えた時限的な研究体制（ネットワーク型研究所）を構築して、イノベーション指向の戦略的基礎研究を推進。
⃝ チーム型研究のCRESTや、若手研究者の挑戦的な研究から未来のイノベーションの芽を生み出す「さきがけ」等の制度を最適に組み合わせることで、戦略目標の達成に資する研究を推進。
⃝研究総括のマネジメントの下、柔軟で機動的な研究費の配分や研究計画の見直しを行うとともに、産業界のアドバイザーも加えた出口を見据えたマネジメントにより、成果の最大化を目指す。

⃝基礎研究が生み出す新たな科学的知見は、大きな社会的変革をもたらす革新的なイノベーションにつながるが、不確実性が高く、市場原理に委ねるのみでは
十分に取り組まれないことから、国が推進することが不可欠。

⃝社会的・経済的価値の創造につながる科学的知見を創出しそれを大きく発展させるため、国が示した目標の下で、戦略的な基礎研究を推進することが重要。

科学技術振興機構 卓越した人物を研究総括として選抜研究領域の選定、研究総括の選任

戦略的創造研究推進事業(新技術シーズ創出)

概要

背景・課題

令和２年度予算案の主なポイント

イノベーション指向のマネジメントによる先端研究の加速・深化プログラム（ACCEL）
※平成29年度採択分から「未来社会創造事業」に統合

これまでの成果
○ 本事業から出された論文は高被引用度論文の割合が高く、インパクトの大きい成果を創出
（トップ10%論文率は20％程度…日本全体の平均の2倍程度）

○ 顕著な成果事例

研究プロジェクト

独創的な研究を、卓越したリーダ－（研究総括）
のもとに展開。
●研究期間 ５年程度
●研究費（直接経費）
１プロジェクトあたり総額12億円程度を上限

文部科学省

戦略目標の策定・通知

ガラスの半導体によるディスプレイ
の高精細化・省電力化
【細野 秀雄 東京工業大学 特命教授】
（H11～H16年度 ERATO 等）

iPS細胞を樹立
【2012年 ノーベル生理学・医学賞受賞】
【山中 伸弥 京都大学 教授】
（H15～H20年度 CREST 等）

個人研究者の
公募・選定

領域会議

個人
研究者

研究総括

研究領域

アドバイザー

未来のイノベーションの芽を育む個人型研究。
若手研究者等の独創的で挑戦的な研究を支援。
●研究期間 ３年半
●研究費（直接経費）
１人あたり総額 ３～４千万円程度

研究者

研究総括

研究グループ 研究グループ

研究
代表者

年約250件を新規に採択し、年約1000件の課題を支援

新興・融合領域の開拓強化、若手研究者への支援強化に向けて

CREST４領域（４）、ERATO２課題（３）を新たに設定
さきがけ６領域（６）、ACT-X２領域（２）を新たに設定

（若手研究者の新規採択者数 約210人→約300人へ）
するための予算を計上。

【戦略目標の例】
●ナノスケール動的挙動の
理解に基づく力学特性発現
機構の解明
（令和元年度設定）

●多細胞間での時空間的
な相互作用の理解を目指し
た技術・解析基盤の創出
（令和元年度設定）

●Society 5.0を支える
革新的コンピューティング技
術の創出
（平成30年度設定）

令和2年度予算額（案） 41,787百万円
(前年度予算額 42,444百万円)

※運営費交付金中の推計額
※一部事業の統合に伴う当然減を除き、対前年度５億円増
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研究面における国際的な勢力図の変化やイノベーションサイクルの高速化等、我が国の研究振興方策を考える際に考慮に入れるべき多くの変
化に直面。
科学技術・学術審議会の下に基礎研究振興部会を設け、我が国の基礎研究を支える代表的な事業である戦略的創造研究推進事業（新
技術シーズ創出）（以下、「戦略事業」という）の今日的な意義を再確認するとともに、事業の充実・強化に向けて検討を実施。

戦略事業の充実・強化策のポイント
戦略事業が生み出してきた実績に立脚し、特徴・強みを更に伸ばす視点での充実・強化
戦略目標の大くくり化

⇒大くくり化により独創的・挑戦的なアイディアを一層喚起、多様な分野の研究者による異分野融
合研究を促進

戦略事業の新規研究領域数・研究課題数を拡充
⇒新興・融合領域の開拓につながる野心的な研究を喚起してきた実績に立脚した充実・強化

戦略目標の策定のプロセスの改革
最前線の情報・専門家の知見の取り込み
終期を迎える戦略目標（研究領域）の評価結果や成果情報の取り込み
他の資金配分機関（ＦＡ）との情報共有・連携の強化
ＣＲＥＳＴ、さきがけ等プログラムの特性や対象研究者層の違いに留意し戦略目標を策定

⇒国の多様な戦略性に応じた柔軟な目標設定、優れた研究の継続的な発展を可能に

若手研究者支援の強化
さきがけの研究領域の設計において、多様な分野の研究者が集い効果的なインタラクションが形成されるよう配慮
研究室を立ち上げるためのスタートアップ経費等の充実

⇒さきがけの良さを最大限発揮できる研究領域設計等を可能に

事業運営の機動性・柔軟性向上、マネジメントサイクルの高度化
戦略目標を定める国（文部科学省）、事業を運営するＪＳＴ、領域を運営する研究総括間の情報共有・インタラクション強化
領域運営のグットプラクティスの蓄積、提案書類の簡素化
スモールスタート等、分野の特性に応じた柔軟な運営

⇒改革方策の現場への定着、更なる効果的な運営の実現

基礎研究振興部会による充実・強化策のポイント
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• 当初採択５拠点（2007年度～）は、拠点立ち上げ以来、世界トップレベルの研究機
関と比肩する論文成果を着実に挙げ続けており、輩出論文数に占めるTop10%
論文数の割合も高水準（概ね20～25％）を維持

• 「アンダーワンルーフ」型の研究環境の強みを活かし、画期的な分野融合研究の
成果創出につなげるとともに分野横断的な領域の開拓に貢献

• 外国人研究者が常時３割程度以上所属する高度に国際
化された研究環境を実現（ポスドクは全て国際公募）

※日本の国立大学における外国人研究者割合（7.8%, 2017年）

• 民間企業や財団等から大型の寄附金・支援金を獲得
例：大阪大学IFReCと製薬企業2社の包括連携契約（10年で100億円＋α）

東京大学Kavli IPMUは米国カブリ財団からの約14億円の寄附により

基金を造成

• 支援対象：研究機関における基礎研究分野の研究拠点構想

• 支援規模：最大7億円/年×10年（2007, 2010年度採択拠点は～14億円/年程度）
※拠点の自立化を求める観点から、中間評価後は支援規模の漸減を原則とし、特に優れた拠点については、

その評価も考慮の上、支援規模を調整

• 事業評価：ノーベル賞受賞者や著名外国人研究者で構成されるプログラム委員会
やPD・POによる丁寧かつきめ細やかな進捗管理を実施

• 支援対象経費：人件費、事業推進費、旅費、設備備品費等
※研究プロジェクト費は除く

【事業目的・実施内容】
【拠点が満たすべき要件】

大学等への集中的な支援を通じてシステム改革等の自主的な取組を促すことに
より、高度に国際化された研究環境と世界トップレベルの研究水準を誇る
「目に見える国際頭脳循環拠点」の充実・強化を着実に進める。

• 総勢70～100人程度以上（2007, 2010年度採択拠点は100人～）

• 世界トップレベルのPIが7～10人程度以上（2007, 2010年度採択拠点は10人～）

• 研究者のうち、常に30％以上が外国からの研究者

• 事務・研究支援体制まで、すべて英語が標準の環境

【これまでの成果】

【事業スキーム】

• 国際的な頭脳獲得競争の激化の中で我が国が生き抜くためには、優れた研究人材が世界中から集う”国際頭脳循環のハブ”となる研究拠点の更なる強化が必須。

• WPI拠点がこれまでに培ってきた強みや生み出してきた成果を最大限に活かしていくため、国際頭脳循環や成果の横展開・高度化を更に推し進めていくことが重要。

背景・課題

【成長戦略（2019）における記載】

世界的拠点形成に向けた先進的取組の組織内外への横展開など大学等の国際化を進め、国際共同研究プログラムの拡充、国内向け研究費の国際共同研究への活用等を行う。また、世界的研究拠点の持続的発展

に向けた国際・学際研究体制強化の検討を2019年度中に行う。

世界最高水準の研究
-Science-

国際的な研究環境の実現
-Globalization-

研究組織の改革
-Reform-

融合領域の創出
-Fusion-

４つのミッションの達成により
世界トップレベル研究拠点を構築

【WPI拠点一覧】

①世界トップレベル研究拠点の充実・強化に向けた取組を引き続き着実に推進。
②WPI拠点としてこれまでに培ってきた強みや成果を最大限に活かしていくため、

国際頭脳循環の深化や拠点間連携の強化を含む成果の横展開・高度化など、
WPIの価値最大化に向けた取組を強力に推進。

令和2年度予算（案）のポイント

事業概要

世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI） 令和2年度予算額（案） 5,871百万円
（前年度予算額 6,750百万円）

※令和元年12月現在

異分野融合を促す研究者交流の場（Kavli IPMU）
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世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）における研究環境の国際化の進展状況
2007年度採択5拠点についての国際共著論文割合は、補助金支援終了後も上昇傾
向。この10年間で日本の国際共著論文割合は24.2%（2007年）⇒33.4%
（2016年）と増加しており、日本全体の国際共著論文割合の底上げにも貢献。
WPIの公募要領上で求める基準以上（３割程度以上）の外国人研究者が常時所属
する環境を実現しており、日本の国立大学における外国人研究者割合（7.8%）と比較
して外国人研究者割合が顕著に高い。

補助金支援期間の終了後も含め、論文の共著関係を通じた国際的なネットワークは着
実に拡大・充実。
10年間を通じて日本を含む世界39ヵ国から少なくとも累計約754名のポスドクの転出入
があり、うち約50%は海外の研究機関との間の国際頭脳循環。

全てのWPI拠点において、国際的かつ競争的な環境の下で研究者が自律的にのびのびと研究するための体制整備が進められている。WPI拠点固有の強みを活かし、これまでの成果の横
展開を強力に進めるとともに、大型国際研究集会等の参画・誘致等を通じて、国際的なプレゼンス・求心力をさらに向上させていくことが今後の課題。
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世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）における主な研究成果

2007年度採択５拠点は、拠点立ち上げ以来、世界トップレベルの研究機関と比肩
する論文成果を着実に挙げ続けている。

IFで見た論文掲載ジャーナルを比較した際、ベンチマーク機関に比べ高インパクト
ジャーナルへの掲載割合が高い傾向。
輩出論文数に占めるTop 10%論文の割合は10%を大きく超える高水準で推移。

トップサイエンス

画期的な分野融合の成果事例


